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1．緒　　　　言
　繊維産業は日本の近代化を推進した産業であ
り、また第二次世界大戦後の日本経済復興に寄与
した基幹産業の1つであった。1950年代綿紡績業
は全輸出量の半分を占める程の活力を持ち、その
後の高度成長期（1952～1973年）にはs合成繊維
の生産も加わり、繊維産業は大きな成長を続けた。
しかし過剰設備から来る構造的不況、輸出依存体
質による対米貿易摩擦、そして発展途上国からの
追い上げなどあいまって、日本の繊維産業は、し
だいにその成長が止まり、1970年代前半を最盛期
として、それ以降は生産規模の縮小を続けている。
さらに1985年のプラザ合意以後の急激な円高や、
アジア諸国での繊維産業の急成長に伴い、グロー
バルな厳しい競争下におかれてきた。1995年のウ
ルグアイ・ラウンド繊維新協定は2004年末までに
繊維貿易をガットの規律に統合し、自由化を促進
するものであり、日本の繊維産業はさらに厳しい
国際的な競争にさらされることになり、載後最大
の革命的な構造変革が必要とされている1）。
　一方、日本国内の末端繊維製品の消費市場は、
1995年度で15兆178億円といわれておi）　2）、世界有
数の大きな消費市場である。そして繊維産業に従
事している総従業者数は1993年で約100万人3）、全
製造業に占める割合も9％である。製造品出荷額
についても、1994年で10兆8500億円あり3）、全製
造晶出荷額の3．6％を占め現在も日本の主要産業
の1つであることには変わりない。しかしながら
消費者の生活スタイルは、自分の生活価値に合致
した商品だけを求めるようになり、市場の多様
化・高度化が進み、消費者から選択される企業の
み存続・発展が許される時代が到来しており、競
争力のない企業は撤退せざるを得なくなってい
る。いわば自助努力、自己責任によって繊維産業
の発展を確保すべき時代に入ったと指tx　i）されて
いる。
　これらのことより、通商産業省の繊維産業審議
会総合部会・産業構造審議会繊維部会合同会議よ
り最近提出された、「今後の繊維産業及びその施
策のあり方」中間とりまとめ案（平成10年6月）
を参考にしながら、統計資料に見られる日本の繊
維産業の情況と課題を検討してみる。
2．日本の繊維産業の情況
　本論文では、（1｝繊維工業（テキスタイル製造
業）は、製糸、紡糸、撚糸製造、織物、ニット、
＊生活科学科生活科学専攻、　＊＊紺藤整染株式会社
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染色腔理業とその他の関連する業種（例えば網・
綱、レース製造業等）の総称として用いており、
（2）衣服・その他繊維製品、例えば、和装品、ネ
クタイ、帽子、ハンカチーフなど（アパレル製造
業）と（3）化学繊維製造業と区別している。また
繊維産業（テキスタイルインダストリー）は、上
記業種に加え、繊維、衣料関係の専門郷売業、小
売業、商社、百貨店などの流通業種を含むのが一
般的であるが、ここでは、（1）、（2）、（3｝の業種を
まとめた総称として限定的に使用している。
2－1　日本の繊維産業の歴史的経過と現況
　日本では、繊維産業の多くは生業的家内工業か
ら拙1発しており、中小企業の集団として分業体制
を紐んだ地場産業の形態で発展してきた特徴をも
っている。図一1と2に日本全国3｝と地場産業とし
て発展してきた新潟県‘：）における各々の繊維産業
の金事業所数と、従業者数3人以下の事業所数と
その割合の推移を示す。工950年（昭和25年）朝鮮
戦争の勃発による特需により日本経済の復興が始
まったといわれているが、全国的にも｛図一1）
新潟1Rにおいても（図一2）事業所の急激な増加
はこの年より始まっていることがわかる。この時
点で、従業者数3人以下の事業所の割合は全国平
均で52％、新潟県で32％とかなりの部分を占めて
いる。それ以降、事業所数の増大が続く高度成長
期にあっても、全国的には3人以下の事業所の割
合はほぼ50％前後であり、事業所の規模拡大は見
られない。これは一部の業種を除いて繊維産業の
事業を始める時の投資が比較的少なく、高度な技
術もあまり必要でなかったため、小規模な企業化
が容易であったことによるものであろう。反面こ
のことは設備過剰の情況を生じやすい構造になっ
てお：）　i既に1956年（昭和31年）より、供給過剰、
過当競争を制御するための紡績糸、織布業の過剰
設備の処理・廃棄が行政の指導のもとに始まって
いる。そしてこの種の設備調整対策は、規模の大
小はあれ、実に1995年（平成7年ユO月）迄継続さ
れるのである。このような構造不況を生みやすい
体質を持った繊維産業は、それでも内需をはるか
に上まわる生産を行い、輸出を続けた結果、日米
貿易摩擦が深刻化し、1974年に対米輸出自主規制
が始まった。図一1と2に見られるようにこの時を
境として、日本の繊維産業の規模縮小が始まり、
以後全国の総慕業所数の減少はほぼ直線的に続い
ている。その傾向は新潟県においても全く同様で
ある。そのような情勢にあっても従業者3人以下
の事業所の割合は、60％前後であり、日本の繊維
産業の中小企業体質は変化していないことがわか
る。この点に日本の繊維産業の特質と問題点が多
く含まれており、以下に最近の資料を使って、そ
れ等を考えてみる。
　表一工は日本繊維工業の事業所規模の分布をま
とめたものであり、資料は全国3｝については1992
表1　繊維工業の事業所規模の分布
規模 全厨 新潟県軸
且～3人 　弓4，307
i61．14％）
　　1，q53
i57．4196）
4～29人 　25ρ36i3455％）
　　　　885
o35，00％｝
30～299人 　3，005i4．1596｝
　　　工91
i7．55％1
300人以上 　　　113iO．ユ696）
　　　　　2
o0．0896）
?
72，461 21531
・19．9．2itF一度資孝斗，帥ユ993年度資拳斗
（出所）逼商産業省「工業統計表」
表2　事業所規模による一人当たりの付加価値額
　　（1　993年度）
製造業 年額（百万円）
1～3人 4人以上
金製造業
@全　国
@新潟県
364
Q77
lO56
V27
繊維工業
@全　国
@新潟県
239
Q7弓
586
T06
金属製品
@全　国
@新潟県
4ユ0
Q36
97ユ
V81
（出所）適商産業省「工業統計表」
～24一
最近の日本繊維産業の情況と課題
000051
000001
00005
0
0008
0006
0004
0002
0
金国の繊維産業、　…・……………・，＿＿＿＿＿＿．．．．＿
一”一画・一・… @一…　一・一・・噛■伽…　一・・一・…　一・・…
．　曜　■　・　．　．　．　騨　「　．　．　・　…　　　　邑・　・山　，　，中響　匿　■　」　血　7　，　←　，曾　●　曹　■　甲　幽　曾　■　r　・　・　噛　・　，．　弓　・
秩@噸　r　●●　曹　●　■　’　－　．　●　・　冒■　曜●■　●　●　r　●　■　　山邑　凸　山　　●　　　　　　　　昌　昌凸　●凸　山邑　●凸　邑　」　凸　・　・　凸・　■早　■　邑　や　腎－畳響　層　■　■　●　一　凸－　凸●　山凸　■　凸　」　畳　■　」　■　●－　」●　●　●暫
齟?黷S人bんヒの箏業所猷
@　　　　　　　　　　　　13人以下の事業所猷
　1950　　　　　　　　　1960　　　　　　　　　197e
　　　　　　　　　　　　　　年度
図＿旧耀纏業の事業所数の鯵
　　　198°．199°
（出所：通産省「工業統計表」）
　　1950　　　　　　　　1960　　　　　　　　1970
　　　　　　　　　　　　　　　年度
図一2　新潟県繊維産業の事業所数の推移
　　　　　　　　　　　　　一25一
　　　1980　　　　　　　　1990
（出所：通産省「工業統計表」）
oo????????oo??????」??? ???? ?? ???? ?
◎o????????00???????????????????
県立新湯女子短期大学研究紀要　第36集　1999
年度、新潟隈1｝については199．　3年度のものである。
従業考29人以下の小事業所の1船は実にgo％以上
であり、一方、従業考500人以上の大規模と思わ
れる事業所数は、工99荏年現在全劉的に見ても、繊
維工業で14、衣服・その他繊維品製造業でL化
学繊維製造業で2◎事業所しかない。ここで問題と
なるのは、事業所規撫こよる1人当畑の付加緬
値額の差である4｝。付力II価値額は、　i（生産額）一
（滅価償却額＋消費税額）｝であって、実質の生産
した簸穂にあたるものである。B本の全製造業の
平均で見ても1－v3入の規模の事業藤における1人
当たりの年問の｛勃晒値額は、嫉以上の事業所
の場合に沈べ約1／3程度の364万円であるe繊維工
業ではそれよりもさらに低い239万円しかない。
さらに荏入以土の規模であっても、繊維製造業の
付撫緬値類は全製造業と比べて1／2程度の586万円
である。人紳費の麟合が高い労働集約型産業であ
る躰の欄纏業は鋤噸｛直額の低い小規模事業
購の罰合が多い特質を有している。fi本繊維産業
の大部分の事業所は大編な付加緬値額の増額が得
られるような改善は覆難であ1）s廃業を含めた構
造変化が進行するものと思われる。事実、後継者
のいない企業の内5L3％が今後10年以内に廃業を
予定しているという最近の報告2，がある。
2－2　紡績糸、化学繊維、織物等の生産量について
　図一3に紡績糸の生産量の推移を示してある3｝。
戯後急激に生産量を増やした綿糸、レーヨン紡績
糸・毛糸は設備規制を受けながらも1970年初めま
でほぼ一定の生産量を示していたが、対米輸出の
良主規制（1974年）以降、減少に転じ、その内レ
＿ヨン・アセテー一．ト紡績糸、毛糸は、1975年頃よ
り既に1950年代初期の生産量まで低下した。それ
以降は、漸次減少傾向にあるが、大きな生産董の
変化を示していない。綿糸は、対米輸出自主規制
後もかなりの生産量を保ってきたが・1985年のプ
ラザ合意以後、円高の影響を受け急激にその生産
量を減らし、1995年度ではほぼ1950年代の生産量
に落ち込んでいる。これからもさらに国内での生
産量を減らしていくものと思われる。
　1950年代に出現した合成繊維を使った紡績糸の
生産は、対米輸lli自主規制迄は順調にその生産量
x
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鋳一3　紡績牽生産壁勇鑑移　　（畿訴；蓮産省「纏維績計宰報」）
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を伸ばし、それ以後は安定した生産鑓を維持して
きた。しかし、プラザ合意以後国内での生産量を
急激に減らしている。綿紡・合繊紡績糸の国内生
童量の減少は、生産の海外移転が進行した影響も
大きな要瞬である。しかし、合繊紡績糸の原料と
なる化学繊維の細日について調べてみると3〕、
鰹一4に示すように1985年のプラザ合意以後も急
激な生産量の低下はなく、ナイロン繊維の生藍量
に減少傾向は見られるものの、アクリル繊維はほ
ぼ一定で、ポリエステル繊維はその生産量を増や
している。これ等化学繊維の総生産量は、ユ989年
以後はほぼ内需に対応する量であり、後であらた
めて検討するが、まだ国際競争力を維持している
製品であることを示している。
　次に織物の生産量3｝について図一5で調べてみ
る。化学繊維織物および天然繊維を用いた織物の
生産量も1985年のプラザ合意以後落ち込みが激し
いo
　以上調べてきたように、従業者500人以上の大
企業20社を有する化学繊維製造業を除いた他の全
ての業種で、その生産量はプラザ合意後急激に減
少しており、1994年現在での規模は1950年代初め
のそれまでに減少Lていることがわかる。
　表一3に1993年度の繊維工業、衣服・その他の
製造業、化学繊維製造業の1入当たりの年間出荷
額ユ｝をまとめた。出荷額には、企業の減価償却額
が含まれていないので、直接付加価値額には対応
しないが、各業種問の比較の指標とはなり得るも
表3 一入当た嚇の製造品毘荷額と平均給与
全出荷額＊
@（億円）
全従業員数＊
@　（人）
1人当たりの出荷額＊
@　　（万円〉
月平均給与＊＊
@　（円）
全製造業 3」4気873 1ヱ477，038 2743
繊維工業 鎗417 54aO60 1278 28玉477
製　糸　業 452 3，054 1480 一一
紡　績　業 ao62 40ρ95 1479 32a617
撚　糸　業 2β88 28，3ユ3
????
“一
織　物　業 14β12 11⑪β27 1297 312，059
ニット製造業 19β09 ユ81」38 1090 208，610
染色整理業 13，196 95，287 1385 i・蝸
そ　　の　　他 13，玉96 83，347 工583 …
衣ll貯その飽 壊5．656 579，673 788 192P46
繊誰製造業
化学繊維製造業 獄5壕6 26β78 3619 d55444
魁993年度資料（出所）通商産業省「工業統計表」、
‡＊1995年度資料（轡所）労働省r毎月勤労統計調査」
のと考えられる。繊維工業の業種問にも幾分差が
あるが、化学繊維製造業と比べた時1人当たりの
墨荷額は約1／3－－1／4程であII）、月平均給与も
1／1．5－1／2程である。特にアパレル関係は低収益
盤であ垂｝．この分野での構造改革が強く求められ
て無るウ
2－3　プラ憂会憲裂後の繊維製品の輸出入
1銘5隼のプラ華合童は翼本の繊維産業に大きな
影響をもたらした。1980・－19850pまでは1ドル200
～225円の範囲であった為替相場がそれより後急
激な円高となり、ユ987年に120円台となったPこ
れにより目本の繊維製品の国際競争力が急激に低
下した。さちにアジア諸国の繊維産楽の急成長に
惇い、日本繊維産業は厳しい国際競争を強いられ
ている精況にある。
　図一6に、19　80年以降の繊維製品の輸出入額と、
翰出入差額を示しが1。図では輸入額を負の値と
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図一8　綿糸の輸入率の推移
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図一9　プラザ合意以後の合成繊維の需給　　（出所：大蔵省「日本貿易月報」）
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して表しているが、1986年を境として輸出入は逆
転し、1987年以後輸入は確実に増えている。1gg5
年において輸出入差額は約1兆6千億円の輸入超過
となっており、この情況は現在においても着実に
進行している。
　図一7には綿糸についての需給の状態を3）示し
たものである。1986年国内の綿糸生産は輸入を上
まわり、内需の68％に当たる量を生産していたが、
1988年には国内生産量と輸入量は等しくなり、そ
れ以降は確実に輸入量が増加し、国内生産量が減
少していることがわかる。内需に対する輸入量の
割合を輸入率（％）として、その推移を示したも
のが図一8である。1995年度では、その輸入率は
8ユ．7％にも達している。一方合成繊維の需給3，に
ついてみれば、図一9に示すように、プラザ合意
後も国内生産量は内需量に拮抗した状態を保って
いるように見えるが、輸入量は増加しており、
1991年からは輸入量は輸出量を上まわっている。
合成繊維の輸入率（％）の変化を示したのが図一10
であるが、1995年度でその値は4ユ．5％となってい
る。合成繊維の分野でも、国内生産量が減少し、輸
入量が確実に増加していることは明らかである。
　図一11と12に織物製品、衣類の輸入数量の推移
を示した帥。綿織物とニット衣類、布畠衣類の輸
入量も直線的に増加しており、1998年現在輸入浸
透率はs合繊織物で25．4％、綿織物で58．3％、縫
製品で73，6％といわれている2）。
　表一一4に主要衣料品の国産と輸入量の比較を示
す。スポーツ衣料とスカートを除き、他の衣料に
関する輸入量の割合は50％を超えており、価格指
向の定番形の衣服については80％に近いものがあ
る。
　以上統計資料に基づいて検討してきたが、日本
国内の繊維産業はユ985年のプラザ合意以降急激に
国際競争力を低下しており、価格志向の定番製品
については、もはや国際競争力のない状態である。
しかし、本論文では言及していないが、差別化あ
るいは特化された合成繊維と、その合繊織物、そ
して新しい需要が見込まれる産業用資材のような
限られた分野では、国際競争力を保持している。
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図一10　合成繊維の輸入率の推移
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表4　主要衣料品の国産と輸入量の比較
1990年　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1995年
品目 項目
数量（千点） 比率（96） 数量｛千点〕 比率（％）
国産 113ρ84 84．2 85，458 65£
ス　カ　ー　ト
輸入 21，156 15．8 44507 342
国産 工75，383 629 130，453 32ユズ　　ボ　　ン
i男女子用） 輸入 ユ03，593 37．1 275β24 67．9
国産 99，408 6α1 76，650 42．3男子シヤツ
i獅綿） 輸入 6〔iO弓4 39ε 10生750 57．7
国産 81，034 72β 72936 51．8
ブラ　ウ　ス 輸入 30，225 272 6η88 4＆2
国産 lOO，733 48．8 69，110 20．4セーター・
Jーデガン 輸入 105b61 51．2 27α479 79．6
国産 工0ユ，559 81．7 8ス628 7al
スポーツ衣料 輸入 22，693 ユ8．3 27529 2ag
国産 611067 6ZO 527，388 47．0
肌　　　　着 輸入 300949 33．0 594259 53』
（出所）国産：日本化学繊維協会、輸入：大蔵省
2－4日本の繊維産業の構造上の問題点
　日本の繊維産業が有している構造的な問題点を
まとめてみると、
（1）「中小企業構造」一合成繊維製造業、紡績、染
　色加工の一部を除き、中小企業が圧倒的に多く、
　かつ従業者の高齢化が進んでいる。結果・低い
　付加価値しか生じない構造体質であるe
②「分業型・下請型生産構造」一大企業系列の賃
　加工による分業を中心とした生産構造であり、
　1996年度で下請関連企業の比率は62．0％である
　2〕。この構造は価格競争や品質競争に落ち入り
　やすく、差別化した製品や創造的製品の競争を
　促し難い構造である。
｛3）「産地集約型構造」一特定の製品ごとに関連企
　業が一定の産地に集中している。このことによ
　り
く4｝「流通構造は、多くの流通業を介在させる多段
　階分業型」である。流通業界はリスクの分散と
　分担を図り、自己責任でリスクを取る形になっ
　ていないL5）。さらに繊維製品は卸売業を平均
　3．8回経由していると言われ2｝、コストを押し
　上げる構造である。
従来から指摘され続けてきた上記の構造的な問題
点は大きく改善されることもなく今に至ってい
る。加うるに、日本繊維産業の優位な点として考
えられてきた技術について、最近技術者不足が指
摘され始め2｝、人材不足の問題も新たに生じ始め
ている。このような点を含めて、次に日本の繊維
産業に対して取られてきた行政の対応を調べてみ
る。
3．日本の繊維産業と行政の対応
既に述べたように日本の繊維産業は成長を始める
と同時に設備過剰の状態となり、供給過剰、輸出
依存体質となった。工956年（昭和31年）「繊維工
業設備臨時措置法（期間昭和31年10月1日～39年9
月30日）」が施行され、紡績業、織布業等の過剰
設備の処理、廃棄が行われ、さらに継続して、
1964年（昭和39年〉「繊維工業設備等臨時措置法
（期間昭和39年10月11ヨ～45年6月30日）」、が施行さ
れ、紡績機、織機等の廃棄・近代化への融資など
を行い、設備規制の対策を続行するとともに、輸
出の正常化が図られた。一方発展途上国の追い上
げを受けて、日本繊維産業の国際競争力の強化を
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めざして、ユ967年（昭和42年）凹寺定繊維工業構
造改善臨1時…拙置法（期間1昭和42年B月16日～49年6
月30日）」が施行されs紡頴、織布、メリヤス製
造業、染色業を対象にスケールメリットを目的と
した設備の近代化、企業の“横のつながりTTによ
る集約化を中心とした構造改善事業が始まった。
さらに、1974年（昭和49年）対米貿易自主規制が
始まったことに伴い、f繊維工業構造改善臨時措
置法（期「1｝」昭矛胴9年7月1日～平成元年6月30日〉」
が施行され、全繊維産業を対象とした内需拡大及
び新商品又は新技術の開発などのため、’‘たての
つながり”を持つ知的集約型の構造改善＄業が始
まった。
　以上1956年（昭和31年）から1989年（平成元年〉
までは、輸出過剰に対応した設備規制と内需指向
への対策であり、いわばハードな面のみの対応で
あった。しかし、日本の繊維産業が国際競争力を
失い始めたことにより、新たな観点からの対応が
求められることになった。
　1989年（平成元年）に改正された「繊維工業改
善臨時措置法（期間、平成元年7月1日～平成6年6
月30日）には、実需対応型：補完連携（Linkage
Production　Unit：LPU）の概念が導入された。こ
れは一一複数の企業が連携して、高級品、多品種、
少量、．短サイクル化で特徴づけられる消費者要求
の市場に機能的に対応できるグループ”を作り、
実需対応型の供給体制を構築しようとするもので
ある。日本の繊維産業の弱点とされる工程間の分
断性を解消し、グループ全体としての情報収集、
商品企画、クイックレスポンス（QR）機能などのソ
フト面での向上を意図している。そして情報化拠
点とファッション人材育成機関としてのリソース
センターおよびファッションセンターの設置支援
事業が実施されたeLPUの結成されたグループ数
の実績は、平成元年から平成6年までの合計で176
グループあり、事業団としての融資総額は240億
円である。そしてリソースセンターは、表一5に
示すように、6カ所開設され、その主たる業務は
（1晴報収集　｛2鯛査研究　（3）人材育成　〔4展示交
流である。これらセンターはクリエーション、フ
ァッション化支援策として位置づけられており、
ここに初めてファッション化対策が加えられた。
表5　繊維リソースセンター設置状況
センター名 事業内容
（株）今治繊維リソースセンター
@設立：平．23．開設：平．3．3
@愛媛県今治市
タオルを中心とした事i業
｛株）大阪繊維リソースセンター
@設立二平．24，開設：平54’
@　　　　　　　　　　　L一大阪府泉大津市
綿・毛布・ニット・インテリアを1
?Sとした事業
｛株）リソースいしかわ
@設立：平a6　開設二平Z12，
@石川渠金沢市
化学合成繊維長繊維織物を中心とした事業
（株）浜松ファッションコミュニティーセンター
@設立：平，33，開設：平息1
@静岡県浜松市
綿スフ織物・製品を中心とした事業
国際ファッションセンター（株）
@設立：平33　開設：平．10（予定）
@東京都墨田区
ニット・アパレルを中心とした事藁
倉敷ファッションセンター（株）
@設立：平．5．1．開設：平£，ユ．
@岡山県倉敷市　　　　一
アパレルファッションを中心とした事業　　　　　　　　　　　一
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このことは、繊維製品の製造の立場（プロダクト
アウト）から、市場要求へ対応する立場（マーケ
ットイン）への構造体質への変換を意味するもの
で、規在の基本的な理念になりつつある。
　1994年（平成6年）改正された「繊維産業構造
改善臨時措置法（期問、平成6年7月1日～11年6月
30日）は、改善事業の対象を繊維工業から、デザ
イナ’一一　s流通業界も含めた繊維産業に拡大し、・
LPUをさらに進めると共に、クリエーションを育
む産業構造の構築を目指している。そしてQR対
策を進めるための情報化基盤整備事業が新たに加
わり、情報共有の基盤をつくるための共通の商品
コード（標準JANコード〉と共通の通信手段とし
ての電子データ交換（標準EDI）の検討、実証実
験が始まった。平成6年から10年6月まで、これら
構造改善事業を利用した企業数は約千社といわれ
ており、その割合は繊維製造業IO万事業所の約
1％である。この構造改善事業は先導的モデル事
業であるので、その割合は大きいと言えないが、
これからの波及効果を行政側は期待している。
　1998年（平成10年）6月、繊維産業審議会合同
部会・産業構造審議会繊維部会合同会議より「今
後の繊維産業及びその施策の在り方」と題する中
聞とりまとめが発表された。これは次回の繊維法
の改正（あるとすれば多分2000年。しかし繊維法
は延長しない方向で検討すべきであると提言して
いる），あるいは将来の事業に生かされるビジョ
ンであるが、そのなかで今後の日本繊維産業の課
題（問題点）として以下の3点が深刻化している
と指摘されている。
（ユ｝市場主導の時代と相容れない高コストで非効
　率な供給体制め残存一従来から指摘されている
　非効率な供給体制が温存されており、かつ消費
　者の選択晴報を曖昧にしか伝達できない仕組み
　のままである。多くの繊維産業は、構造的にリ
　スク増大、コスト増大、収益低下の悪循環の情
　況に陥っている。
（2）マーケットイン体制の構築は途半ばである。
　一消費者への感応度の高い供給体1臥即ち・マ
　ーケットイン体制の構築に向けた「クイックレ
　スポンス（QR）」の取り組みを今後も遂行しな
　ければならない。
（3）クリエーション（価値の創造〉を育む産業の
　仕組みが不完全一従来型の生産効率、品質向上、
　コストダウンのみに付加価値を求めるのではな
　く、消費者との関係における新しい価値の創造
　が未だに脆弱であり、折からの景気低迷もあっ
　て改革が進展していない。
以上のような情況判断をした上で、これから21世
紀にかけての改革の方向づけを次のように示して
いる。
（1）消費者とともに価値を創造する仕組みの構築
②　アジアを軸とする世界の繊維産業としての発
　展
（3）ニューフロンティア市場、即ち、薪感覚ファ
　ッション素材、環境調和型の繊維素材、情報、
　医療、福祉分野での新しい用途などの拡大によ
　る基幹産業としての基盤の整備・強化
（4）やる気のある産地企業の自立的・持続的発展
　と産業集積の高度化
（5）人材の確保・育成
これらはいずれも個々の企業あるいは連携企業体
の自己助努力を強く求めているものである。
4．ま　と　め
　日本繊維産業の最近の情況を統計資料にもとつ
いて検討し、繊維関連法に従って実施されてきた
行政の対応についても概略を調べた。得られた結
論は、従来から指摘され続けてきた構造上の問題
を多く残存しながら、日本繊維産業は厳しい国際
競争にさらされ、一方では市場主導による環境激
変をうけ、戦後最大の構造改革を余儀なくされて
いるということである。
　通産省の繊維産業対策についての最近の基本的
認識は、民間企業の主体的取り組みを求め、官は
補完的支援をすることにある。即ち、繊維産業自
身の自助努力、自己責任原則の徹底を要求してお
り、政府は補完的な政策に関わりを持つ形式に方
向づけている。市場原理にゆだねられている日本
の繊維産業は折からの不況のなか現在も急激な変
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革を続けており、その将来を予測することは容易
でない。しかし日本の繊維産業は流通も含めると
今も230万人を超える雌用と、20兆円の消費市場
を擁しており、新たな活動の機会は大きい。人材
育成の課題があるが、高い技術力を背景とした市
場への参入は最も期待されている分野であり、将
来の活路もそこにあることは間違いないことであ
ろう。
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